
平成28年度決算状況の公表
　「決算」とは、１年間に出入りしたお金を集計したもので、みなさんが納めた税金や、国・県からの補助金
などをもとに、どのような事業が行われたかを示すものです。

　一般会計は、基本的な行政サービスに使われるもので、町のお金の流れの中心となるものです。平成28年度
の決算額は、歳入101億2,642万円に対し、歳出96億8,445万円となり、差し引き額は4億4,196万円でした。平成
27年度決算と比べてみると、歳入で16億1,694万円、歳出で15億8,872万円と、それぞれ減額となっています。

会計別決算の状況

総　　　　　　　　　　　　　　額
歳入（収入） 歳出（支出）
183億5,043万6千円 175億9,614万9千円

一 般 会 計 101億2,641万5千円 96億8,445万1千円

特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 39億1,840万4千円 37億8,508万9千円
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2億4,538万6千円 2億4,309万4千円
介 護 保 険 特 別 会 計 22億658万5千円 19億2,656万5千円
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 5,310万8千円 4,925万2千円
東 陽 食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 2億3,694万4千円 1億8,438万3千円

病院事業会計
収 益 的 収 支 13億539万6千円 13億7,810万円
資 本 的 収 支 2億5,819万8千円 3億4,521万5千円

使用料及び手数料
財 産 収 入
寄 附 金
繰 越 金

計

議会費 9,952万4千円　 1.0％
商工費 6,810万2千円　 0.7％
災害復旧費 790万5千円　 0.1％
　　計　　 1億7,553万1千円　 1.8％

（注）
※グラフ中の%は構成比です。
※ 表示単位未満四捨五入の関係で、
積上げと合計が一致しない場合が
あります。

町税町税
25億1,209万4千円25億1,209万4千円

24.8％24.8％

〈歳入〉〈歳入〉

〈歳出〉〈歳出〉

歳 入歳 入
101億2,641万5千円101億2,641万5千円

歳 出歳 出
96億8,445万1千円96億8,445万1千円

地 方 消 費 税 交 付 金
地 方 譲 与 税
自動車取得税交付金
地 方 特 例 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
利 子 割 交 付 金
交通安全対策特別交付金
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

計

4,589万円　 0.5％
1,592万3千円　 0.2％
4,863万8千円　 0.5％

4億7,018万3千円　 4.6％
5億8,063万4千円　 5.8％

3億6,349万6千円　 3.6％
1億5,608万6千円　 1.5％
4,167万3千円　 0.4％
960万4千円　 0.1％
2,409万3千円　 0.2％
217万8千円　 0.0％
455万9千円　 0.0％
955万9千円　 0.1％
706万1千円　 0.1％

6億1,830万9千円　 6.0％

地方交付税地方交付税
32億1,883万9千円32億1,883万9千円

31.8％31.8％

町債町債
6億990万円6億990万円
6.0％6.0％

国庫支出金国庫支出金
9億3,616万8千円9億3,616万8千円

9.3％9.3％
県支出金県支出金
6億4,713万円6億4,713万円
6.4％6.4％

民生費民生費
28億3,408万2千円28億3,408万2千円

29.3％29.3％

総務費総務費
18億2,365万5千円18億2,365万5千円

18.8％18.8％
教育費教育費

10億4,006万3千円10億4,006万3千円
10.7％10.7％

農林水産業費農林水産業費
5億6,796万円5億6,796万円
5.9％5.9％

衛生費衛生費
11億7,201万3千円11億7,201万3千円

12.1％12.1％
土木費土木費

5億6,860万3千円5億6,860万3千円
5.9％5.9％

公債費公債費
10億5,006万4千円10億5,006万4千円

10.8％10.8％
消防費消防費

4億5,248万円4億5,248万円
4.7％4.7％

諸収入諸収入
6億7,718万円6億7,718万円
6.7％6.7％

繰入金繰入金
1億9,620万1千円1億9,620万1千円

1.9％1.9％

分担金及び負担金分担金及び負担金
1億2,996万円1億2,996万円
1.3％1.3％

依存財源依存財源
59.6％59.6％

自主財源自主財源
40.4％40.4％

　歳入は、個人住民税、固定資産税及び軽自動車税などの町税が若干の増額（＋5,402万7千円）となった一方で、
補助事業や起債対象となる大規模事業が減少したことに伴い、国庫支出金が減額（△1億6,330万1千円）し、合併
特例債などの町債が減額（△10億800万円）したことから、前年度と比較し減額となっています。

　歳出は、国営土地改良負担金の一括支払が終了したことにより農林水産業費が減額（△9億1,760万6千円）とな
ったほか、南条小学校屋内運動場改築事業や中学校天井落下防止事業などの教育施設整備に係る大規模事業が終
了したことにより教育費が大幅に減額（△5億8,056万5千円）となったことから、合併後最大の決算額となった前
年度と比較し減額となっています。

2017.11.1 2


